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本稿は，国際会計基準委員会(IASC) が， 1991年 7 月に公表した公開草案第36号「キャッ
シュ・フロー計算書J (E36) に対するコメントレター (li コメントレターj))を整理してまと
めたものである。 IASC は，国際会計基準 (IAS) を公表するに先立ち，広く意見を聴取す
るために公開草案を公表することになっており， E36は国際会計基準第 7 号「財政状態変動
表J (1977年〉を改正するための公開草案として公表されたものである。 IASC は， E36に
対して寄せられた意見やコメントの内容を検討した上で， 1992年10月に改訂 IAS 第 7 号「キ
ャッシュ・フロー計算書J (改訂 IAS 7) として公表している。~コメントレター』は， E36 
の内容を検討するための資料となった意見やコメントが原則としてすべて編集されたものであ
る。
E36に対しては， IASC 加盟団体 (Member Bodies)，基準設定機関 (Standard Setting 
Bodies) , その他の団体および代表者グループ (Other Associations or Representative 
Groups)，銀行および金融機関 (Banks and Financial Institutions)，会計事務所 (Account­





The Bahamas Instutute of Chartered Accountants [BICA] 
The Canadian Instutute of Accountants [CICA] 
Certified General Accountant's Association of Candada [CGAAC] 
Foreningen af Statsautoriserede Revisorer FSR (Denmark) [FSR] 
Compagnie Nationale des Commissaires aux Comptes et Ordre des Experts Compatables et 
des Comptables Agr・éés (France) [CNCC] 
Institut der Wirtschaftspr?er (Germany) [IDW] 
Fél曜日ggiltra Endursko?nda (Iceland) [FLE] 
The Institute of Chartered Accountants in Ireland [ICAI] 
The japanese Institute of Certified Public Accountants []ICPA] 
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Institute of Certified Public Accountants of Kenya [ICP AK] 
The Malaysian Association of Certified Public Accountants [MACPA] 
Malaysian Institute of Accountants [MIA] 
New Zealand Society of Accountants [NZSA] 
Institute of Certified Public Accountants of Singapore [ICPAS] 
The South African Institute of Chartered Accountants [SAICA] 
F?eningen Auktoriserade Revisorer F AR (Sweden) [F AR] 
Treuhand Kammer (Switzerland) [TK] 
The Consultative Committee of Accountancy Bodies (UK) [CCAB] 
Institute of Management Accountants (USA) [IMA] 
American Institute of Certified Public Accountants [AICPA] 
基準設定機関 (3 通〉
Australian Accounting Research Foundation [AARF] 
Raad Voor de Jaarverslaggeving Council for Annual Reporting (Netherlands) [RVJCJ 
J Leisenring-Financial Accounting Standards Board [F ASB] 
その他の団体および代表者グループ(10通〉
F馘駻ation des Experts Comptables Europ馥ns (FEE) [FEE] 
Association of British Insurers ABI [ABI] 
Association Fran軋ise des Entreprises Priv馥s (France) [AFEP] 
Bundesverband deutschier Banken (Germany) [BdB] 
The Security Analysts Association of Japan [SAAJ] 
The Society of Investment Analysts (UK) [SIA] 
Financial Executives Institsute (USA) [FEI] 
Hawaii Society of Certified Public Accountants [HSCP A] 
New York State Society of Certified Public Accountants (NYSSCPA) [NYSSCPA] 
Association for Investment Management and Research [AIMR] 
銀行および金融機関 (3 通〉
African Development Bank-Abidjan [ADB] 
Fereration Bancaire (France) [F Bancaire] 
Citicorp-Citibank (USA) [C・Citibank]
会計事務所 (4 通〉
Arthur Andersen & Co (USA) [Arthur Andersen] 
Cooper & Lybrand (USA) [Cooper & Lybrand] 
DRT International [DRT Inter.] 
Ernst & Young International [Ernst & Young] 
個別企業一事業会社 (6 通〉
Royal Dutch / Shell Group (UK) [RD / S Group] 
BellSouth (USA) [BellSouth] 
Johnson & Johnson (USA) [Johnson & J] 
Texaco Inc (USA) [Texaco Inc] 
Salomon Inc (USA) [Salomon Inc] 
FMC Corporation (USA) [FMC Corporation] 
個人 (2 通〉
GCV Rangam (India) [GCV Rangam] 
Harvard University (USA) [Harvard U] 
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財務諸表の不可欠な一部。 (par. 14) 
すべての企業。 (par. 3) 
現金および現金等価物。(Introduction ， par. 6) 



















生時の為替レートまたは実際レートに近似したレートを適用。 (par. 27) 
在外子会社のキャッシュ・フローは，当該キャッシュ・フロー発生時の為
替レートまたは実際のレートに近似した lレートで換算。 (par. 28) 
営業，投資，または財務活動のいずれかの区分に別個に開示。 (par. 31) 
毎期，継続的な方法で，営業，投資，または財務活動のいずれかの区分
に，それぞれ別個に開示。 (par. 33) 
営業活動の区分で，独立して別個に開示。 (par. 36) 
取得および処分によって生じたキャ γ シュ・フローの総額を投資活動の区













限， (d)セグメント情報， (e)ジョイント・ベンチャー情報。 (par. 48) 











以上〉を中心に， rコメントレター』全体の概況をまとめたものが図表 2 である。
図表 2 E36に対するコメントレターの概況
項 目 iIASC 基機準設定団例体・代の表銀 行日関会事 守ロ 伊(社事別業企会零)MAj意見数加盟国体 関 金融機 務所 個人の合
適用範囲 5 1 3 3 2 1 15 
資金概念 5 2 2 1 10 
キャッシュ・フロー計算書の区分 2 2 1 1 6 
営業活動正Eヒ1 からのキャ y シュ・フロ
ーの報 7 2 4 1 2 2 1 19 
純額ベースでの表示 1 3 1 1 7 
外貨キャ y シュ・フロー 3 1 1 5 
利息および配当金の処理 6 2 5 l 5 19 
所得税 6 1 2 2 11 
非現金取引 4 1 1 1 1 8 
その他の開示事項 8 2 5 1 1 2 19 
コメントレターの総数 20通 3通 10通 3通 4通 6通 2通|




ている。その際， 48通のコメントを， 1. IASC 加盟国体， 2. 基準設定機関， 3. その他の団体お
よび代表者クゃループ， 4. 銀行および金融機関， 5. 会計事務所， 6. 個別企業一事業会社，および
7. 個人，の 7 クやループに分けてそれぞれについて集計している。集計項目については，図表 2
との整合性を考慮して，意見およびコメントが比較的多く寄せられた項目として， (1)キャッシ
ュ・フロー計算書の適用範囲， (2)資金概念， (3)キャッシュ・フロー計算書の区分， (4)営業活動
からのキャッシュ・フローの報告， (5)純額ベースでのキャッシュ・フローの報告， (6)外貨キャ











(1) キャ y シュ・フロー計算書の適用範囲
コメント I ~ ~ I 提出者| 意 見 | 





































































提出者 意 見 理由およびその他のコメント













































提出者 意 見 理由およびその他のコメント
FAR 固定期日預金の受入れおよび払出 近年の大規模金融機関の倒産を考慮に入れると，こうし











提出者 意 見 理由およびその他のコメント


































払については，それぞれ特定の区 から除外し，支払利息は営業活動からのキャ y シュ・フ
分に分類するような規定にすべき ローに含め，そして受取利息および受取配当金は投資活



























































































































提出者 意 見 理由およびその他のコメント








提出者 意 見 理由およびその他のコメント






















提出者 意 見 理由およびその他のコメント
AARF 営業活動の定義を明確にすべきで 投資活動または財務活動以外の活動という定義よりも，
ある。 営業活動自体の内容を明確にする定義を提案。






















(5) 純額ベースでのキャ y シュ・フローの報告
































































(1) キャ v シュ・フロー計算書の適用範囲



























































































































提出者 意、 見 理由およびその他のコメント







は， 3 つの区分とは独立した表題 関連するものもあり，営業活動からのキャッシュ・フロ
のもとに表示すべきである。 ーとして開示することには賛成できない。
(9) 非現金取引の処理















































































提出者 意 見 理由およびその他のコメント











提出者 意 見 理由およびその他のコメント
ADB 損益計算書および貸借対照表の数 こうした照合についての情報は，キャ y シュ・フロー計




l 長官主| 意 見 | 理由およびその他のコメント







































提出者 意 見 理由およびその他のコメント
Arthur 支払利息，受取利息，および受取 受取利息、および受取配当金は，それらが投資からの利益
Andersen 配当金については，営業活動から を表していることから，財務活動からのキャ y シュ・フ






提出者 I ICl, 見 理由およびその他のコメント































































(4) 営業活動からのキャ y シュ・フローの報告









提出者 意 見 理由およびその他のコメント












&J 当金は営業活動からのキャ γ シュ 務活動のいづれかで分類することを容認すれば，異なる








-フローとして，支払配当金は財 したキャ y シュ・フローを再分類することができるであ
務活動からのキャ γ シュ・フロー ろうから，利息や配当金の分類については多様性を容認
として分類すべきである。 する必要性はない。
Salomon 支払利息および受取利息，ならび








































(4) 営業活動からのキャ v シュ・フローの報告

















Harvard ul 直接的なキャ y シュ・フローを伴
わない取引をキャ y シュ・フロー
計算書から除外することに反対。
コメント
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